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はじめに

教育は人づくりであり、人々の多様な個性・能力を開花させ人生を豊かにす

るとともに、社会全体の今後一層の発展を実現する基盤です。また、未来を切

り拓く力と意欲を備え、「知・徳・体」の調和のとれた子どもを育成することが

教育行政の使命です。

教育行政を考えるとき、まず何よりも平成２０年に本県で起きた不祥事のこ

とを想起せざるを得ません。当時、県政を預かる知事として、県民の信頼を取

り戻すため、なんとしても教育行政を刷新しなければと決意しました。そして、

しつこく果敢に徹底的な再発防止と教育改革を進めるように教育委員会に強く

要望するとともに、知事部局との人事交流を拡大するなど教育委員会を後押し

してきました。

教育委員会においてもこのような思いを共有し、教育再生に向けた様々な改

革に取り組んでいただきました。これにより、公正で透明性の高い教員採用試

験が実現するとともに、平成３１年度の全国学力・学習状況調査において小学

生、中学生とも九州トップレベルの学力を達成するなど、教育本来の使命であ

る子どもの育成においても成果が見られるようになってきました。

もとより教育改革に終わりはありません。今後とも、これまで築いてきた成

果の上に、知事と教育委員会、そして学校現場が信頼関係の中でそれぞれの役

割と責任をしっかりと果たしていく必要があります。

平成２７年４月に教育委員会制度が改正されました。総合教育会議では子ど

もの貧困対策や学力向上対策、文化スポーツの振興など、様々な課題について

幅広く意見を交わし、教育行政の発展に切磋琢磨しているところです。

また、地域の活性化という面からも、子ども・子育て支援や芸術、文化及び

スポーツの振興など、県全体として取り組んでいかなければならない行政課題

が増えています。



人口減少社会が到来する中、東京一極集中を是正し、地方に人を育て人を呼

び、仕事をつくることで地方を活性化しようとする地方創生へと、時代の流れ

が加速しています。地方創生は、本県がこれまで進めてきた「安心・活力・発

展」の大分県づくりと軌を一にするものであり、これまでの取組をよりステッ

プアップさせて、大分県版の「まち・ひと・しごと創生」を推進していかなけ

ればなりません。

地方創生を進めるためには、まずは、郷土への愛着や誇りを持って、地域を

担い、地域を支える人材を育成することが大切です。また、外から人を呼び込

むための地域の魅力づくりとしても、地域の教育力の充実は重要です。

今後、グローバル化の進展やＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術の高度化により、生活や社会の

在り方の急激な変化が予想される中、子どもたちが時代の変化に対応し、自ら未来を切り

拓く力と意欲を身に付けさせることが求められます。

このように、教育や人材育成は大変幅広い裾野を持ち、住民生活に密接にか

かわる行政分野です。こうした認識に立ち、県行政全体として教育や人材育成

を総合的に推進するために策定するのがこの「教育大綱」です。

この大綱に基づき、知事と教育委員会が教育や人材育成に関する基本的な認

識を共有し、それぞれの役割と責任に応じ、より一層連携を図りながら人づく

りを推進していかなければなりません。教育本来の使命を果たすことができる

よう、県と市町村が足並みをそろえ、学校現場における日々の努力のうえに、

学校・家庭・地域の協働や関係機関の連携による取組を強力に後押ししてまい

ります。

令和２年３月２７日

大分県知事 広 瀬 勝 貞
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１ 大分県教育大綱の策定にあたって

（１）策定の背景

平成２６年６月に、地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正さ

れ、教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政にお

ける責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築、地方公共団体の長と教

育委員会の連携の強化などを図ることを目的として、教育委員会制度が見直

されました。

法改正は、地方教育行政における責任の所在が不明確、迅速な危機管理対

応が不十分といった旧制度上の課題が、児童生徒の生命・身体や教育を受け

る権利を脅かすような重大な事案が他県において生じる中で顕在化したこと

を受けたものです。

平成２７年度からの新制度においては、教育委員長と教育長を統合した新

「教育長」の設置、地方公共団体の長と教育委員会の協議・調整の場である

総合教育会議の設置、地方公共団体の長による教育大綱（同法第１条の３第１

項による「教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱」）の策定といっ

た新たな仕組みが設けられたところです。

このうち、教育大綱は、地域住民の意向のより一層の反映と地方公共団体

における教育、学術及び文化の振興に関する施策の総合的な推進を図るた

め、地方公共団体の長が、総合教育会議の場において教育委員会と協議して

定めることになっています。

こうした新制度の下で、これまで以上に県教育委員会と市町村教育委員会

との連携を図ることはもちろん、すべての地方公共団体において、首長と教

育委員会との連携の強化が求められています。



（２）大綱の位置づけ

大分県教育大綱は、現行の県長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０

１５」や県長期教育計画「『教育県大分』創造プラン２０１６」の中間見直し

を踏まえて策定するものです。

本大綱では、県行政全体として、教育や人材育成に取り組むための基本方

針や施策の方向性を示しています。

なお、本大綱の対象期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とし、

教育を取り巻く状況の変化や施策の進展状況などを踏まえ、必要に応じて見

直しを行うこととします。



２ 基本方針

県行政全体として教育や人材育成を総合的に推進するために、次の三つを

基本方針とします。

基本方針１ 学校教育・保育の充実と生涯を通じた学びの支援

学校教育はもとより、幼児期から生涯にわたる教育・学習を一貫性あるも

のとして捉えた上で、ライフステージに応じた施策の充実を図り、自らの人

生を力強く生きるために必要な「知・徳・体」の調和のとれた力を育みます。

基本方針２ 学校・家庭・地域の協働による教育・子育ての

推進

すべての子どもたちが安全な環境で安心して適切な教育を享受し、健やか

に成長することができるよう、学校・家庭・地域がそれぞれの役割と責任を

果たしながら連携・協働し、また、教育・福祉・警察等関係部局間の連携を

進め、教育や子育てを取り巻く環境の整備・充実に取り組みます。

基本方針３ 地域を担う人づくりと活力ある地域づくり

郷土への愛着と誇りは、その地域のアイデンティティや絆を維持し、地域

の活力を生み出す源泉ともなります。地方創生に向けた取組の充実が求めら

れる中、こうした郷土への愛着と誇りを持って地域を担い、支える人材を育

成するとともに、人々の生活を豊かにし、地域に活力を与える芸術、文化及

びスポーツの振興に取り組みます。



３ 施策の方向性

それぞれの基本方針を踏まえた施策の方向性は次のとおりです。

基本方針１

学校教育・保育の充実と生涯を通じた学びの支援

＜施策の方向性 ①＞

幼児教育・保育の充実

【現状と課題】

○幼児期は、知的・感情的な面や人間関係の面で大きく成長する時期です。この時期の教育の

役割は極めて重要であり、家庭教育を基盤として、より質の高い教育・保育環境を整備す

ることが求められています。

○少子化の進行や地域のつながりの希薄化など、生活環境の変化等により、幼児期に必要な体

験を十分に確保するため、幼稚園・保育所・認定こども園の教育的役割の重要性が増して

います。

○幼児期の教育に際しては、小学校教育との連携・接続についても十分配慮することが必要で

す。

＊県、市町村や幼稚園及び保育所、認定こども園が相互に連携し、人格形成の基礎が

培われる幼児期の教育・保育の充実を図ります。

＊幼児教育と小学校教育との円滑な接続を図るため幼稚園・保育所・認定こども園と

小学校の連携を進めます。

＜施策の方向性 ②＞

子どもの力と意欲を伸ばす学校教育の推進

【現状と課題】

○「芯の通った学校組織」の取組推進により、目標達成に向けた組織的な取組が進み、その

基盤となる学校運営体制がすべての学校で定着しつつありますが、なお課題も残ってお

り、取組の徹底と一層の推進が必要です。

主な取組



○基礎的・基本的な知識・技能の定着は、小・中学生では九州トップレベルになるなど、一

定の成果を上げていますが、更なる充実が必要です。また、思考力・判断力・表現力等及

び学習意欲については、小・中・高・特別支援学校を通じて課題があります。

○コミュニケーション能力や他者と協働して困難に立ち向かうことのできる力などを身につ

けさせることが求められています。

○本県の子どもの体力は、着実に向上しているものの、運動への愛好度が伸びていないこと

が課題です。また、むし歯や肥満等の健康課題の解決が必要です。

○子どもが自立し社会参加をするために必要な力を最大限に伸ばす教育が求められていま

す。特に、障がいのある児童生徒の自立や社会参加に向けた物的・質的環境の整備が求め

られています。不登校児童生徒、日本語指導が必要な児童生徒は増加傾向にあり、学習支

援や就業支援の充実が必要です。

○社会情勢や教育を取り巻く情勢の変化など、時代の変化に対応した教育を進めることが求

められています。

＊子どもたちの確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成に取り組みます。

＊学校マネジメントに係る取組の徹底を図るとともに、学力・体力の向上等、各学校

における教育課題の解決に向けた組織的な取組を一層推進します。

＊資質・能力の３つの柱（「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに

向かう力、人間性等」）の育成がバランス良く実現できる「付けたい力を意識した

密度の濃い授業」の追求を図ります。

＊障がいのある児童生徒や不登校児童生徒など、特別な教育的支援を必要とする子ど

もの自立と社会参加に向けた環境を整え、一人ひとりの教育ニーズに応じた教育的

支援の充実を図ります。

＊新時代の到来を見据え、ＩＣＴや先端技術を活用した教育を推進するとともに、学

びのＳＴＥＡＭ化を推進します。

＊主権者教育、消費者教育など、社会情勢の変化に対応した教育の充実を図ります。

＜施策の方向性③＞

グローバル社会を生きるために必要な5つの力の「総合力」の育成

【現状と課題】

○社会のグローバル化が進み、人と人との交流が多様化する中、これからを生きる子どもたち

が、郷土や国に対する深い理解を進め、自らの考えを持って世界に挑戦し、多様な価値観

を持った人々と協働していくための基盤となる力を育成することが求められています。

主な取組



◯留学をはじめ海外への挑戦意欲が低く、学校における継続的な国際交流活動も十分ではあり

ません。また、郷土学習や思考力・判断力・表現力等を育成するという課題があります。

＊子どもたちが、世界に挑戦し、多様な価値観を持った人々と協働し、未来を切り拓

くために必要な５つの力の「総合力」の育成に取り組みます。

【５つの力】

・挑戦意欲と責任感・使命感 ・多様性を受け入れ協働する力

・大分県や日本への深い理解 ・知識・教養に基づき、論理的に考え伝える力

・英語力（語学力）

＜施策の方向性 ④＞

「知（地）の拠点」としての大学等との連携

【現状と課題】

○大学等高等教育機関は、学生の確保や生涯学習の提供、グローバル人材の育成、自治体や

企業等との連携による地域課題解決の中核となることが求められています。

○人口減少に伴い、高等教育機関への進学者も減少し、大学等の統合・再編が議論される

中、「知（地）の拠点」としての機能を発揮し続けるためには、大学等の魅力を高めて、

入学者を確保する必要があり、特に、卒業後の県内定着が期待される県内進学を促進する

ことが求められています。

○県立看護科学大学、県立芸術文化短期大学については、それぞれの専門性を活かした特色

ある大学づくりが求められています。

＊地域課題の解決に向け、県内大学等との連携を推進します。

＊県内大学等と連携して、雇用創出や若者定着に向けた取組を促進します。

＊県立大学においては、教育研究機能の充実強化とともに、地域と連携し、地域に

貢献する魅力ある大学づくりを図ります。

＜施策の方向性 ⑤＞

変化の激しい時代を生き抜く生涯を通じた学びの支援

【現状と課題】

○県民の誰もが、生涯にわたって学習することができ、その成果を生かせる社会の構築が求

主な取組

主な取組



められています。

○少子高齢化や地域のコミュニティ機能の低下等が進む中、地域の活力を支える人材の育成

が求められています。

○今後、県内で生活する外国人の増加が予想されるなか、住民との円滑なコミュニケーショ

ン促進が必要になります。

＊県民の様々な学習ニーズに応じ、生涯学習を支える環境づくりを推進します。

＊地域における生涯学習への積極的な参加を促すことにより、地域コミュニティ機能

の回復・再構築を図るとともに、地域課題の解決に向けた担い手育成を推進しま

す。

＊社会教育施設を活用した地域住民と外国人とのコミュニケーション促進を図りま

す。

主な取組



基本方針２

学校・家庭・地域の協働による教育・子育ての推進

＜施策の方向性①＞

信頼される学校づくりの推進

【現状と課題】

◯教職員評価システムの見直しや「芯の通った学校組織」の取組などを進めてきましたが、

学校教育の透明性を確保しながら、教育改革の取組を継続していくことが求められていま

す。

◯変化の激しい時代を迎える中、新しい時代に相応しい魅力ある高校づくりが必要です。ま

た、地方創生が大きな課題となる中、地域を担い、地域を支える人材の育成も求められて

います。

○児童生徒及び保護者のニーズが多様化する中で、私立学校については、各学校の特色を生

かして児童生徒一人ひとりの個性を豊かに伸ばす教育が求められています。

＊学校マネジメントに係る取組の徹底を図るとともに、学力・体力の向上等、各学校

における教育課題の解決に向けた組織的な取組を一層推進します。

＊教職員が資質能力を十分に発揮できる環境の整備等を含め、教職員の意識改革と資

質能力の向上を図るとともに、業務改善を推進し働きやすい環境を整備します。

＊学校・家庭・地域の協働の下、地域とともにある学校づくりを推進します。

＊高校教育における質の確保や多様な学習ニーズに対応するとともに、地域を担う人

づくりと活力ある地域づくりに貢献する特色ある高等学校づくりを推進します。

＊個性豊かな魅力ある私立学校づくりを支援します。

＜施策の方向性 ②＞

学校・家庭・地域の協働による教育の推進

【現状と課題】

○学校の目標や方針を家庭・地域と共有し、三者による連携・協働の下、目標達成に向けて組

織的な取組を行う学校運営が求められています。

主な取組



○家族構成の変化や地域のつながりの希薄化など、生活環境の変化等により、地域社会や家

庭における「教育力」の低下が指摘されています。

＊学校・家庭・地域で目標を共有し協働することで、地域とともにある学校づくりを

推進します。

＊子育て支援や生涯学習など関係施策の連携を図り、保護者に対する学習機会の提供

等、コミュニティの協働による家庭教育支援を推進します。

＊子どもの学びを総合的に支援する「協育」ネットワークを充実させるとともに、ま

ちづくりなどの領域に展開させることにより、地域の教育力の向上を図ります。

＜施策の方向性 ③＞

子ども・子育て支援の充実

【現状と課題】

○地域の繋がりの希薄化やひとり親家庭、共働き世帯の増加、経済的な困窮などにより、子育

ての孤立感・不安感・負担感が増大するとともに、子育ての喜びを感じにくい社会になっ

ています。

○学童期の子どもの健全な育成に対する配慮が求められています。

○貧困の状況にある子どもや障がいのある子ども、社会的養護が必要な子どもなど、困難な状

況にある子どもへの支援が必要です。

＊子どもの育ちを支えるための子育ての支援などにより、社会全体で子どもを育てる

環境整備を進めます。

＊保護者の就労形態が多様であることを踏まえ、教育と福祉部局とが連携して、学校

休業日も含む総合的な放課後対策を推進します。

＊特別な支援を必要とする家庭や子どもに対するきめ細かい支援を強化します。

＊貧困の状況にある子どもを支援するため、学校を子どもの貧困対策のプラットフォ

ームと位置づけ学校教育による学力の育成や就学支援等を充実させるとともに生

活、保護者の就労、経済的支援など総合的な対策を推進します。

主な取組

主な取組



＜施策の方向性 ④＞

安全・安心な教育環境の確保

【現状と課題】

○いじめについては、「大分県いじめ防止基本方針」を定めて体制を強化していますが、い

じめの未然防止と早期発見、早期対応が一層重要となっています。

○不登校児童生徒の出現率が全国平均より高い状況が続いており、組織的な対応が求められ

ています。

○多発する自然災害や近年の厳しい気象条件、登下校中の交通事故などに対する、学校の内

外における児童生徒の安全確保が求められています。

○老朽化した県立学校施設の計画的な保全を進めるほか、専門的な教育や実習等に必要な設

備の整備に取り組むことが重要です。

＊学校、家庭、福祉部局、警察等の関係機関が連携し、いじめや不登校などへの対応

の充実を図ります。

＊知事部局や警察と教育委員会との連携を進め、防災教育や交通安全教育を推進する

など、学校における防災・安全対策の充実を図ります。

＊学校施設の整備・長寿命化など教育環境の充実に努めます。

＜施策の方向性 ⑤＞

青少年の健全育成

【現状と課題】

○青少年の問題行動の要因や背景として、日常生活における実体験不足による社会性や規範意

識、対人間関係能力の低下、家庭における基本的な生活習慣の乱れ、大人の規範意識の低

下などが指摘されています。

○青少年を取り巻く経済状況が急激に変化しており、非正規雇用や若年無業者等社会的・職業

的自立が求められる青少年や、社会生活を円滑に営む上で困難を抱える青少年への支援が

課題となっています。

○青少年の喫煙や薬物乱用などの問題行動を防ぐためには、早い段階からの教育的な働きかけ

が重要です。

＊基本的な人格形成の場である家庭を中心に、地域、学校等と連携を図りながら、豊

かな人間性や規範意識・社会性を身につけた青少年を育みます。

＊ニートやひきこもり、非行などの問題を抱える青少年やその保護者に対する支援を

充実します。

＊学校教育との連携を図りながら、喫煙防止教育や薬物乱用防止教育などの少年非行

防止対策を推進します。

主な取組

主な取組



基本方針３

地域を担う人づくりと活力ある地域づくり

＜施策の方向性 ①＞

地域を担う人材の育成

【現状と課題】

○郷土への愛着や誇りを持つ心情が育まれていくよう、郷土の先人や芸術、歴史遺産につい

て知る機会の充実などが求められています。

○人口減少や高齢化の進行により、地域の精神的支柱である祭りや伝統芸能の担い手や後継者

が不足するなど、地域活力が減退しています。

○少子高齢化や地域のコミュニティ機能の低下等が進む中、地域の活力を支える人材の育成が

求められています。

○若い世代が安心して働ける魅力的な仕事の場の拡大・創出と産業界のニーズに応える人材の

育成が求められています。

＊郷土学習の充実等を通じて郷土への愛着や誇りを持つ心情を育み、次代の郷土の担

い手を育成します。

＊地域で仕事の場づくりを進めるとともに、地元で働きたいと考える若者の県内就職

・定着を支援します。

＊地域における生涯学習への積極的な参加を促すことにより、地域コミュニティ機能

の回復・再構築を図るとともに、地域課題の解決に向けた人材育成を推進します。

＊各学校段階に応じたキャリア教育と職業教育の充実、地域産業界との連携を図りま

す。

＊地域課題の解決に進んで参画し、地域貢献できる人材を育成します。

＜施策の方向性 ②＞

芸術文化の創造と芸術文化ゾーンを核としたネットワークづくり

【現状と課題】

○人々の豊かな心を育むとともに、創造的で活力ある地域社会の構築のために芸術文化は不可

欠であり、質の高い多彩な芸術文化に触れる機会や、県民が参加できる芸術文化活動の場

主な取組



の充実が必要です。

○平成３０年の国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭では、大型のオペラやミュージカル、国

立美術館・博物館の名品展や市町村と連携した美術展示のほか、宇宙や深海に関する科学

展示などを実施しました。多くの児童生徒も来場し、過去から現在、そして未来へつなぐ

取組となりました。今後も、芸術文化ゾーンを拠点として広範な関係団体、施設等とのネ

ットワークを構築していくことが求められます。

○芸術文化の持つ創造性には、教育・産業・福祉・医療など様々な行政課題を解決する可能性

があり、この創造性を多岐に渡って生かしていくことが重要です。

＊県民が、多彩な芸術文化に親しみ、参加することのできる環境の整備に取り組みま

す。

＊心豊かな子どもの育成のため、学校と連携して、子どもが芸術文化を鑑賞し、表現

する機会の充実を図ります。

＊芸術文化ゾーンを核とした関係団体等とのネットワークを構築し、県内の様々な芸

術文化活動と連携を図ります。

＊芸術文化の持つ創造性の活用により様々な行政課題に対応します。

＜施策の方向性 ③＞

文化財・伝統文化の保存・活用・継承の推進

【現状と課題】

○文化財・伝統文化の保存や継承が重要ですが、過疎化・少子高齢化による後継者不足が深刻

な課題となっています。

○文化財・伝統文化の積極的な活用により、文化的特色を生かしたまちづくりや観光振興・地

域活性化に繋げることが求められています。

＊県民の財産である文化財・伝統文化の適切な保存・管理と、次世代への着実な継承

のための環境づくりを推進します。

＊文化的特色を生かしたまちづくりや観光振興・地域活性化に資するため、文化財・

伝統文化の積極的な活用と情報発信を推進します。

主な取組

主な取組



＜施策の方向性 ④＞

県民スポーツの推進

【現状と課題】

○本県の成人が定期的に運動・スポーツに取り組む割合は約５割で、特に働く世代や子育て世代が

３～４割と低くなっています。施設面、金銭面、多忙感などが阻害要因としてあげられていま

す。

○障がい者が豊かな生活を送るためには、身近な地域で気軽にスポーツを楽しめる環境づくり

が求められています。

＊生涯にわたり日常的にスポーツに親しむ機運の醸成や環境づくりに取り組みます。

＊障がい者がより豊かで、充実した生活を送れるよう、地域における障がい者スポー

ツの理解促進や普及、競技力向上に取り組みます。

＜施策の方向性 ⑤＞

世界に羽ばたく選手の育成とスポーツによる地域の元気づくり

【現状と課題】

◯ラグビーワールドカップ２０１９大分開催の効果もあり、東京２０２０オリンピック・パラリン

ピック等の各種国際大会において、本県出身選手の活躍を期待する声が高まっています。

○優れた才能を持ったジュニア選手を発掘し、長期的視点に基づいた一貫指導体制による

育成・強化が必要です。

○本県で育成・強化され国際大会に出場した選手が引退後は指導者となるといった、スポーツ人材

の好循環を生む仕組みづくりが求められています。

○大分スポーツ公園総合競技場や武道スポーツセンターなど、様々な優れたスポーツ施設を活

用して地域の元気づくりに繋げていくことが期待されています。

○県内では多くのプロスポーツチームが活動するなど、スポーツが地域に元気を与え

ています。

○ラグビーワールドカップ２０１９のレガシーを将来に向けてつないでいくことが重

要です。

＊東京２０２０オリンピック・パラリンピックをはじめ、国際的な舞台で本県出身選

手が活躍できるよう、ジュニア選手の発掘を進めるとともに、一貫指導体制による

主な取組
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効果的な選手の育成・強化を図ります。

＊卓越した指導者の養成・確保に取り組みます。

＊国際的なスポーツ大会等を誘致するとともに、スポーツ文化の定着とスポーツツー

リズムを推進します。

＊ラグビーワールドカップ２０１９のレガシーを継承し、グローバル人材の育成、イ

ンバウンドの拡大と国際交流を推進します。


